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研究成果の概要（和文）：本研究では、組織再編行為の手続や内容に瑕疵がある場合に、その行為自体や行為の
効果として生じる法律変動の効力をどのように取り扱うべきかについて研究を行った。我が国では、組織再編行
為について一律に形成無効の仕組みが用意されているが、様々な場面における利害調整のための仕組みとしては
適切に機能させるのは難しく、制度として問題があることを明らかにし、場面に応じて適切な利害調整を行うた
めの様々な手法や解釈論を展開した。

研究成果の概要（英文）：The subject of this research is how some defect in the procedure or 
substance of so-called SOSHIKISAIHEN (merger, split, share exchange and the like) should be handled 
to adjust the interests among various stakeholders.

研究分野：商法・会社法

キーワード： 組織再編行為　無効の訴え　形成無効　効力
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研究成果の学術的意義や社会的意義
我が国では、組織再編行為について、訴訟によってのみ、事後的に、一律にその効果を否定する形成無効の仕組
みが用意されているが、それは、組織再編行為の多様性に照らすと、関係者間の利害調整を適切に安定的に行え
る仕組みではない。本研究は、そのような仕組みの限界を明らかにし、瑕疵ある組織再編行為について、より柔
軟に組織再編行為自体やその効果として生じる法律変動の効力を扱う可能性を検討した上で、様々な提言を行う
ものであった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
我が国では、組織再編行為の手続等に瑕疵がある場合の効力については、当該行為をとりあえ
ず有効なものとして取り扱った上で、事後的に形成の訴えにより対世効をもった形で一律に無
効とする仕組み（組織再編行為の無効の訴え）が採られている。しかし、この仕組みが関係者の
利害調整のための仕組みとして適切に機能することを期待するのは難しい。 
まず、企業買収や企業再編の手段として組織再編行為が盛んに行われるようになって以降、条
件の適切性の確保や濫用的事例への対処のための仕組みや制度に関する議論も進展してきてい
るが、そこでは、情報開示を含めた手続のあり方や損害賠償責任、事前の差止め、あるいは、そ
れらの前提としての取締役等の義務の内容等が主たる議論の対象とされており、無効の訴えに
ついてはあまり触れられることはない。しかし、これはある意味当然のことである。というのは、
この形成無効の訴えは対世効をもった全部無効をもたらすものとしてデザインされているため、
上記のような議論が主として念頭に置いている上場企業や大企業では無効とした場合の影響が
大きすぎ、利害調整のための中心的な仕組みとして考えることは難しいし、適切ではないからで
ある。 
他方、この 10 数年、組織再編行為の種類・内容が多様化してくる中で、中小規模の閉鎖的な
会社においても濫用的な組織再編行為が行われる可能性が高まってきた。そのような事例にお
いては事後的な形成無効による問題解決も現実的な選択肢として考えることができるが、中小
規模の閉鎖的な会社を前提としても、現行の無効の訴えの制度を使って事後的な利害調整を行
うことはやりにくい。まず、中小規模の閉鎖的な会社の事例においても、対世効ある一律の無効
という効果は生じている問題の解決にとって過剰と思われることが多い。また、無効原因は、そ
のような時に過剰となる効果が生じる場合をできるだけ明確にして法的安定性を確保すべく、
その有無の判断が比較的容易な手続上の個別の瑕疵に着目して論じられる傾向にあるため、無
効とすべき場合とすべきでない場合とを区別する指標としては過不足を生じやすい構造となっ
ている。さらに、法的安定性の確保のために事後的な形成無効という制度を選択したほぼ必然の
結果として無効の訴えには提訴期間が設けられているが、これがまた事案に即した適切な利害
調整の妨げとなることもありうる。 
以上を要すると、どのような場合に無効とすべきかという面でも、無効とした場合の効果とい
う面でも、現行の無効の訴えという仕組みは問題解決・利害調整のためのファイン・チューニン 
グがやりにくい構造となっているということである。 
 
２．研究の目的 
本研究では、上記のような背景から来る問題意識から、対世効をもった一律の無効という我が
国のアプローチを相対化し、組織再編行為自体やその結果として生じる様々な法律関係の変動
の効力の適切な取り扱うための解釈論や立法論を展開することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
我が国のアプローチを相対化するために、手掛かりとして米国法やドイツ法の状況を参照し
たり、現行法の形成無効の訴えの仕組みがなかったとしたらどのようなことになるのかについ
ての思考実験を行ったりした。また、現行法の形成無効の訴えの仕組みがあるからこそ生じてし
まっていると考えられる問題や、現行法を前提としながらも、上記のような相対化の中で得られ
た知見を活かす方途について、個別的に考察を行った。 
 
４．研究成果 
組織再編行為について一律に形成無効の仕組みが用意されているが、様々な場面における利
害調整のための仕組みとして適切に機能させるのは難しく、制度として問題があることを明ら
かにした。また、場面に応じて適切な利害調整を行うために、上記のような問題のある仕組みで
あっても、できる限りその問題点を緩和できるようにする解釈論や、そのような仕組みの外で組
織再編行為に伴う法律変動の効力を問題とするための解釈論を展開した。 
公表ベースでの成果物は、おおよそ以下のようなものである。 
「事前備置書類の備置きの懈怠による株式交換の無効」（2015 年）では、株式交換を無効の訴
えにより無効とした裁判例を検討した上で、今後の展望として、適切な利害調整のために組織再
編行為の無効の訴えについては予測可能性の要請を後退させて、ケース・バイ・ケースで無効と
すべきか否かを判断するという考え方を示唆した。 
「もしも『売渡株式等の取得の無効の訴え』がなかったならば」（2015 年）では、組織再編行
為に類する、平成 26 年改正で新設された特別支配株主の株式等売渡請求制度について、やはり
組織再編行為と同様に形成無効の仕組みが置かれたことを批判的に検討した。そこでは、そのよ
うな仕組みがなかったとしたらどのようなことになるのかという思考実験を行い、そこから得
られる示唆をもとに、形成無効の仕組みを廃した上での立法論や、現行法を前提に、無効原因を
柔軟に考える解釈論を展開した。 
「組織再編行為における対価の不均衡と無効の訴え」（2017 年）では、組織再編行為全般につ
き、その対価が不均衡であった場合に、形成無効の仕組みの中でどのように取り扱うべきかを検
討した。一般的には、対価が不均衡であること自体か、あるいは、それが特別利害関係人の関与
の下でもたらされたものであることに着目して無効とすべきとされているが、多様な利害調整



の仕組みがあることに鑑みると、対価の不均衡に対して組織再編行為の無効という手段で対処
するのは、それがふさわしい場合に限定すべきことを主張した。 
「会社分割における債権者異議手続と詐害行為取消し・否認・法人格否認」（2018 年）では、
会社分割における債権者異議手続の対象たる債権者の保護のために、会社分割の無効の訴えに
よって最終的な実効性が担保されている債権者異議手続による保護ではなく、その仕組みの外
にある一般法理を活用すべきことを提言した。 
「会社分割における債権者保護と信義則」（2019 年）では、会社分割の結果として生じる契約
関係の移転から契約当事者を保護するために信義則を用いた最高裁判例について検討し、本研
究の問題意識を背景に、そのような手法を強く支持した。 
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